
35No. 762/January 2024

健康経営と生産性

昨今，経済産業省等が 2015 年から始めた「健康経営」の取り組みや，SDGs や ESG 投資
への世界的な関心の高まりなどにより，従業員の健康マネジメントに熱心な企業が増えて
いる。より多くの人が健康になることは社会的に望ましいことではあるが，企業が従業員
の健康増進に取り組むことで，果たして労働者の健康がどの程度改善し，その健康が改善
することを通じて企業業績や生産性がどの程度向上するかは，これまで必ずしも多くのエ
ビデンスが揃っているわけではなかった。しかし，最近は国内外ともに少しずつ研究の蓄
積が進みつつある。そこで本稿では，健康経営の効果検証を行ううえで有益な研究デザイ
ンや健康経営に関する最新の学術研究をレビューするとともに，実際に筆者らが企業との
産学連携の枠組みで実施した，健康施策の効果を測定するフィールド実験を紹介する。最
後に，健康経営を生産性向上につなげるために，今後どのようなことが必要か，今後の課
題を整理する。
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Ⅰ　は じ め に

　高齢化が加速する中，日本政府は医療費抑制を

目的として，国民の健康増進に取り組んできた。
2008 年から導入された 40 歳以上を対象とした，
いわゆる「メタボ健診」もその取り組みの 1 つで
ある。このメタボ健診は，未病の段階で人々に気
づきを与え，健康改善を促すことを意図して導入
されたものだったが，その後も医療費の抑制はあ
まり進まなかった 1）。そこで，個人の自助努力を
促すスタンスを維持しつつ，企業が主体となっ
て，40 歳未満の年齢層も含めた全従業員の健康
を推進する方策として導入されたのが，経済産業
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省等が 2015 年から始めた「健康経営」の取り組
みである（詳細は森ほか 2020 を参照）。
　経済産業省（2022）の定義によれば，健康経営
とは，「従業員の健康保持・増進の取組が，将来
的に収益性等を高める投資であるとの考えの下，
健康管理を経営的視点から考え，戦略的に実践す
ること」である。つまり，企業による従業員の健
康増進への取り組みを収益性の高い投資と捉え，
企業が経営を行うことを指す。この政府推進の

「健康経営」には企業にさまざまなインセンティ
ブ 2）を与える枠組みが設けられており，さらに
SDGs や ESG 投資への世界的な関心の高まりも
相まって，最近では従業員の健康マネジメントに
熱心な企業が増えている。
　なお，健康経営のコンセプトには，「企業が従
業員の健康増進に取り組むことで業績が向上する
はず」という「期待」が根底にある 3）。しかし，
企業による健康増進が労働者の健康改善を通じて
企業業績を向上させるかどうかは，これまで必ず
しも多くのエビデンスが揃っているわけではな
かった。しかし，最近は国内外ともに少しずつ研
究の蓄積が進みつつある。そこで本稿では，健康
経営の効果検証を行ううえで有益な研究デザイン
や健康経営に関する最新の学術研究をレビューす
るとともに，実際に筆者らが企業との産学連携の
枠組みで実施した，健康施策の効果を測定する
フィールド実験を紹介することを通じて，健康経
営が生産性向上につながるために何が必要かを検
討する。
　次節に移る前に，本節では「企業が健康投資を
すべきか」と「健康経営の費用は誰が負担するの
か」について整理をしておくこととしたい。まず
は費用負担から考えよう。「経営」という言葉か
ら，健康になるために必要な費用は当然企業が負
担すべきと考える人も多い。しかし，健康がポー
タブルな人的資本の 1 つであるならば，健康に
なった労働者が転職してしまえば，企業は投資の
リターンを回収する機会を失ってしまう。した
がって，基本的には，企業が自前で健康になるた
めの費用を負担する合理的根拠はない 4）。
　しかし，行動経済学では，人間には先延ばしの
心理や現状維持の特性，多数の選択肢に直面する

とストレスを感じ，最適なものを選ぶことができ
なくなる傾向など，さまざまな認知のバイアスが
あることが知られている。健康についても同様
で，ダイエットや禁煙に失敗したり，運動不足に
なりがちになったり，健診をおろそかにしたりす
る人は多い。個人による投資が最適な水準から乖
離してしまいやすいとするならば，健康資本に対
する投資（Grossman 1972）は本人に完全に委ね
るのではなく，本来は全額本人に支払われるべき
賃金の一部を使い，企業が当人に代わって投資す
ることには一定の合理性があるともいえる。
　もし企業が主体となって投資することで，結果
的に自助努力では実現が難しい健康を維持・増進
できるのであれば，労働者自身にもメリットがあ
る。また日本では，現時点で 70 歳までの雇用継
続は努力義務にとどまっているものの，今後は定
年が引き上げられる可能性もある。日本のよう
に，欧米に比べ相対的に雇用の流動性が低く，従
業員の高齢化が加速している国では，健康を維持
した労働者が離職せず高い生産性を発揮してくれ
るのであれば，企業のメリットも大きい。さらに
日本企業は労働安全衛生法に基づき，法定健診や
ストレスチェック診断など従業員の豊富な健康情
報を保有している。このような体制は他国ではあ
まりなく，企業による健康投資の効果的な実施が
可能であるという意味でも，日本は健康経営によ
るメリットを享受しやすい国といえる。これが，
企業による健康投資の意義と整理できる。
　ただし，その際に注意すべきは，健康経営の原
資は基本的に本来労働者に支払われるべき賃金で
あるという点であり，企業の健康投資にはワイズ
スペンディングの発想が必要である。企業はやみ
くもに健康施策を実施するのではなく，本人に代
わって投資しているという考えの下，費用に見
合った効果があるかを確認しながら PDCA サイ
クルを回していくことが求められる。なお，日本
企業の多くは，法定の健康情報だけでなく，従業
員満足度調査をはじめ，さまざまなデータを蓄積
している。健康施策を従業員に実施する際には，
これらの企業内データと紐づけながら，効果検証
の枠組みをデザインすることが重要である。そこ
で本稿では健康経営の効果検証の枠組みを，方法
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論と先行事例を交えながら提示する。
　本稿の構成は以下のとおりである。まずⅡでは
効果検証の方法論について述べ，Ⅲでは企業の健
康経営と生産性に関連する先行研究を紹介する。
続くⅣでは効果検証の 2 つの事例を解説し，V で
健康増進を目指す企業施策の在り方や課題につい
て述べる。

Ⅱ　方法論―セレクションバイアスと RCT

　ワイズスペンディングの発想を実践していくた
めには，さまざまな健康施策の費用と効果を慎重
に評価する必要がある。費用の推計は実費や人件
費から比較的簡単に行えるが，問題となるのは効
果の推計である。
　健康施策に限らず一般に，施策の効果検証は難
しい。施策効果を推計する際に課題となるのがセ
レクションバイアスである。例えば，もともと健
康意識が高く健康的な生活を送る従業員ほど健康
プログラムを利用する傾向があるとすると，利用
者と非利用者とで健康指標の平均を比べても，両
者の間にもともとある違いを捉えているのか施策
効果を捉えているのか判然としない。同様に，業
績の良い会社ほど健康施策に取り組む余裕がある
とすると，健康施策の導入企業と非導入企業で生
産性を比べても，その差は逆の因果を捉えている
だけかもしれない。このようなとき，推計にセレ
クションバイアスが生じていると言う。セレク
ションバイアスが生じていると，施策効果がある
のかどうかを結論することができず，より良い意
思決定に繫げることができない。
　セレクションバイアスを除去したうえで施策の
効果検証を行える理想的な方法が無作為化比較試
験または RCT（randomized controlled trial）と呼
ばれるものである。RCT ではランダムに人々を
2 つのグループに割り当て，一方には施策を実施
して，他方には実施しない。このとき，人々はラ
ンダムに割り振られているので，2 つのグループ
は統計的に同質であることが保証される。した
がって，もともとの属性の違いがない，つまりセ
レクションバイアスが生じない状態になってい
る。すると，単純に 2 つのグループのアウトカム

の標本平均の差を計算することで，施策の効果を
正しく推計できる。なぜなら，これら 2 つのグ
ループで異なる点は施策の対象者だったか，そう
でなかったかのいずれかであり，平均に差がある
とすればそれは施策の効果によるものと言うほか
ないからである。
　RCT は効果検証の理想的な方法である。しか
し，公平性などの観点から，施策への参加をラン
ダムに割り当てることが難しい場合も多く，
RCT の実施はしばしば現実的でない 5）。この問
題意識を背景に因果推論と呼ばれる分野では，ラ
ンダム割り当てが実施できない場合にも施策の効
果を推計する手法が考案されてきた。奨励デザイ
ン，マッチング，回帰不連続デザインなどはその
代表であり応用例も多い。これらの手法はいずれ
も RCT によるランダム割り当てを部分的に再現
しようとする工夫であると解釈できる。つまり，
施策参加者のグループと不参加者のグループとを
統計的に同質になるようにデータを調整して，セ
レクションバイアスを取り除いた適切な比較を可
能にする手法であると言える。
　中でも奨励デザインは RCT にかなり近い手法
である。奨励デザインでは施策への参加をランダ
ムに割り当てるのではなく，参加への奨励つまり
参加を強く促すかどうかをランダムに割り当て
る。例えば，非奨励群には施策の告知メールを例
年と同じように送付し，奨励群には過去の参加者
のポジティブなコメントを掲載したメールを送る
ようなやり方が考えられる。すると，奨励群の参
加率が増加するだろう。奨励自体がランダムであ
るため，この参加率の増加もいわばランダムに起
きたと言える。このとき，奨励によって生じた参
加率のランダムな増加分を利用して，参加自体の
効果を推計することができるのである。具体的に
は，奨励群と非奨励群における平均アウトカムの
差を奨励による参加率の増加分で除することで，
施策参加の効果が計算できる。
　奨励デザインでは，施策を受ける機会は全員に
開かれているため，RCT と比べて公平性がより
担保される利点がある。加えて，今までの施策の
取り組みにランダムな奨励を組み込むだけで，効
果検証が簡便に行えるという大きな利点もある。
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一方で，奨励によって十分に参加率が変化しない
場合にはうまく施策の効果を推計できないという
欠点もある。施策に効果があったとしても，奨励
による参加率の変化が小さい場合には，施策の効
果を検出できない。奨励デザインを行う際には，
奨励がしっかりと参加率を変化させるように，
メッセージの書き方や情報提供の内容を工夫する
必要がある。さらに，奨励デザインで推計できる
効果は奨励によって行動が変化する人々における
効果であり，全体における効果とは厳密には異な
る点にも注意する必要がある。
　他の手法についても，基本的なアイデアは施策
の参加に含まれるランダムな変動に着目して，セ
レクションバイアスをうまく除去したうえで効果
の推計を行うというものである。当然，因果推論
の手法を利用したからといって常に完璧な推計が
行えるわけではないが，ナイーブな効果検証を行
うよりかは正しい意思決定に資するだろう。各手
法の詳細については既存の文献が豊富にあるの
で，それらを参照されたい 6）。
　次節では，これらの因果推論の手法を用いた効
果検証を含む，健康経営に関する最近の先行研究
を紹介する。

Ⅲ　先 行 研 究

１　企業・職場レベルのエビデンス

　企業や職場レベルで健康経営の効果検証を行っ
た先行研究はあまり多くなく 7），特に財務データ
などの客観指標をアウトカムとしたものは少な
い。しかし，この 10 年ほどで少しずつ蓄積が進
んできており，以下ではその一部を紹介する。
　関連する研究の中で比較的多いのは，健康経営
に関する企業表彰と株価（企業価値）の関係を検
証したものである。その嚆矢論文である Fabius 
et al.（2013） は，1995 年 に ACOEM（American 
College of Occupational and Environmental Medicine）
が開始した，健康や安全の取り組みがすぐれた 
組 織 を 表 彰 す る CHAA（the Corporate Health 
Achievement Award）に選ばれた企業の株価を
S&P500 と比較し，表彰企業群の株価が S&P500

よりも表彰後 15 年間で一貫して上回っていたこ
とを示した。その後，異なる表彰制度の結果を利
用した他の研究でも表彰企業群の株価が非表彰群
に比べて高いとの結果が報告されている（例えば，
Fabius et al. 2016；Goetzel et al. 2016；Grossmeier 
et al. 2016；Goetzel et al. 2019）。日本においても，
健康経営銘柄を取得した企業群や『日経スマート
ワーク経営調査』で「社内で明示的に健康経営に
関する取り組みを行っている」と回答した企業群
の株価が，TOPIX を上回っていることを示した
滝澤（2021）がある。
　これらは金融市場で健康経営が評価されている
ことを示す傍証ともいえる興味深い研究だが，業
績がよい企業が健康経営をする財力があり，結果
として表彰を受けているというセレクションバイ
アスは排除できない点で課題が残っている。ま
た，表彰企業は実際にどの程度健康経営を実施し
ており，その結果として労働者は実際に健康に
なっているのか，そしてその健康な労働者が生産
性向上に寄与しているのか，といったメカニズム
はブラックボックスとなっている。
　そこで，こうした内部のメカニズムに目を向け
た研究も少しずつ蓄積されてきている。例えば，
従業員満足度調査やワークエンゲイジメント調査
を用いて，労働者の心の健康と企業・職場の生産
性との関係性に着目した分析が少しずつ増えてき
ている。こうした研究はこれまでは疫学や産業保
健心理学の分野で行われることが多かったが，最
近では経済学や経営学等の別分野での研究も散見
されるようになってきた。例えば，フィンランド
の製造業の工場と従業員のマッチデータを用い
て，従業員の満足度が高いほど時間当たりの労働
生産性が高い傾向にあることを示した Böckerman 
and Ilmakunnas（2012），デンマークの行政デー
タと企業別の従業員満足度の平均スコアを用い
て，従業員の仕事満足度が高い企業ほど税引前利
益率が高いことを示した Lydiksen et al. （2023）
などがある。このほか，日本については，日本企
業のパネルデータを用いてメンタルが理由で休職
している従業員が増加した企業群は，増加してい
ない企業群に比べて，1～3 年後に ROE が悪化す
る傾向にあることを示した（山本・黒田 2014），
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大手小売業一社の従業員のワークエンゲイジメン
ト調査データを用いて，従業員のワークエンゲイ
ジメントの平均値が高い売り場では，売上高が高
くなるという結果を得た黒田ほか（2021）などが
ある（山本 2023 も参照）。
　健康経営の実施と企業業績との関係を検証した
研究としては，『日経スマートワーク経営調査』
の企業パネルデータを用いて，健康経営に関する
責任者（担当役員）や部署の設置など，企業が明
示的な取り組みを行うと 1 年後に ROA が他の企
業よりも上昇したことを示した山本（2021），『健
康経営度調査』（経済産業省）の企業パネルデータ
を用いて健康経営施策と従業員の健康状態や利益
率との関係を検証した山本ほか（2021）がある。
同論文は，①健康経営が企業業績に及ぼす影響が
あるかを確認したうえで，さらに②健康経営（施
策）と労働者の健康との関係，③労働者の健康と
企業業績との関係の 2 つに分解して分析し，①従
業員の健康を明示的に経営理念に掲げて社内に浸
透させるような施策や労働時間管理に関連する施
策を導入した場合，ROE にプラスの影響を与え
ること，②企業が健康経営を始めると各種健診の
受診率が高まり，1 年後には適正体重者率や十分
な睡眠者率などの健康アウトカムが改善する傾向
があること，③問診結果で評価した健康アウトカ
ムの改善は ROE を統計的に有意に高めることを
明らかにしている。
　総合すると，健康経営は労働者の健康改善を通
じて企業の利益率を高める効果があることを示唆
する傍証が少しずつ蓄積されてきているといえ
る。ただし，セレクションバイアスに厳密に対処
できている文献はまだ多くはない。企業や職場レ
ベルの労働者の健康と生産性との関係について
は，今後も企業・職場・個人の各レベルの研究を
積み重ねながら，エビデンスを蓄積していく必要
がある。そこで以下では，個人レベルの先行研究
を概観する。

２　個人レベルのエビデンス

　職場における健康施策の効果検証や健康が生産
性に与える影響を個人レベルで推計する研究は極
めて少ない。重要な例外が Gubler, Larkin and 

Pierce（2017）で，彼らは米国クリーニングチェー
ン企業で導入された健康診断プログラムが従業員
の生産性に与えた因果効果を推計している。5 つ
ある工場のうち 4 つの工場で健康診断プログラム
への参加を呼びかけ，たまたま契約保険会社が異
なる 1 つの工場では参加機会は与えられなかっ
た。3 年間続けられたこの自然実験の結果を使い，
健康診断プログラムが従業員の平均生産性を押し
上げ，かつ有意な改善は診断結果に改善が見られ
た従業員のサンプルにのみしか確認できなかった
ことから，健康状態の把握が行動変容を生み，健
康改善を通じて生産性を押し上げたと結論づけ
た。
　また，職場内に限らなければ，健康が労働者の
生産性に与える効果を個人レベルで推計した研究
はエビデンスの質にばらつきはありつつも一定の
蓄積がある。本節では，職場における介入と結び
つけやすいトピックであるメンタルヘルス，睡眠
と喫煙に着目して文献を紹介する。
　まずメンタルヘルスや心の状態と生産性の関連
性は多くの研究で確認されている。Bubonya, 
Cobb-Clark, and Wooden（2017）はオーストラリ
アの個人レベルのパネルサーベイを用いて固定効
果推定を行い，時間不変な個人の異質性を統制し
たうえでも，メンタルヘルス不調がアブセン
ティーイズムとプレゼンティーイズムの両面にお
いて生産性と負の関連を持つことを示している。
なお，アブセンティーイズムは欠勤や休職によっ
て業務に従事できない状態を指し，プレゼン
ティーイズムは出勤こそしているものの，心身上
の問題で本来のパフォーマンスを発揮できない状
態を指す。また，Shreekumer and Vautrey（2023）
はマインドフルネス瞑想のスマートフォンアプリ
利用の効果を RCT で検証しており，アプリ利用
によってストレス・不安・うつ傾向が軽減され，
校正作業における生産性が向上したことを報告し
ている。さらに，Oswald, Proto and Sgroi（2015）
は労働者の幸福度が労働生産性に正の効果を与え
ることを RCT によるラボ実験で示している。こ
の結果は実際の職場においても確認されており，
Bellet, De Neve and Ward（2023）は天候による
ランダムな気分の浮き沈みを利用して，幸福度が
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コールセンターの営業販売員の営業成績に正の効
果を与えることを示している。概して，メンタル
ヘルスや心の状態が生産性に影響することが確認
されていると言えるだろう。
　次に，睡眠が健康に与える影響も経済学におけ
る研究テーマとなってきた。睡眠不足（sleep 
deprivation）や睡眠未充足（sleep deficiency）は，
日本をはじめ，欧米の各国においても共通の課題
となりつつある。睡眠不足や睡眠未充足が，さま
ざまな日中のパフォーマンスに深刻な障害を及ぼ
しうることは複数の研究から知られている 8）。な
かでも Gibson and Sharder（2018）は，睡眠時間
の増減が生産性（収入）に与える因果効果を，日
没の時刻の違いを操作変数として用いて推定した
研究である。日没時刻の変化を外生的な「睡眠の
価格・コスト」の変化と捉え，短期的・長期的な
収入への影響を検討した。日レベルの個票データ
を用いた短期スパンの分析では週あたりの平均睡
眠時間が 1 時間増加することによって約 1.1％の
収入増加が，年レベル・州レベルのデータを用い
た長期スパンの分析では約 5％の収入増加が確認
された。また，日没時刻が早くなることで睡眠時
間が増えると，労働時間も増えるという両者の補
完関係も確認され，筆者らが理論的に示した 
“productivity enhancing sleep” との整合性を示
唆 す る 結 果 が 得 ら れ た。Gibson and Sharder

（2018）の結果は，日本のデータを用いても再現
されており，整合的な結果が確認されている

（Kajitani 2021）。また，睡眠が賃金に大きな影響
を及ぼすのに，なぜ多くの労働者の間で睡眠不足
が生じているのかという問いについても理解が進
みつつある（Avery, Giuntella and Jiao 2022）9）。
　企業による禁煙支援も，複数の経路を通じて生
産性向上をもたらすことが期待されている。その
1 つはアブセンティーイズムとプレゼンティーイ
ズムの改善である。喫煙による肺機能低下等によ
る健康障害や喫煙前の精神的倦怠感，焦燥感によ
る集中低下などが考えられる。加えて実労働時間
の増加も重要な経路である。禁煙によりたばこ休
憩を通じた機会損失がなくなれば実際に業務に費
やせる時間が増やせ，生産性への改善につなが
る。

　禁煙によってこれらの経路に与える影響を明ら
かにした先行研究は数多い。Baker et al.（2017）
では WPAI-GH と呼ばれる個々人の健康状態と仕
事の生産性に関する質問票を用いた調査データを
用いて，過去に喫煙していたが現在やめている

「前喫煙者」が現喫煙者よりもアブセンティーイ
ズムやプレゼンティーイズムが軽微であることを
示している。同様の傾向は Bunn III et al.（2006）
や Halpern et al.（2001）でも示されているもの
の，これらの研究の問題点は，多くは前喫煙者

（もしくはこれまで喫煙していない非喫煙者）と現喫
煙者との比較にとどまり，両者の間に存在する観
測不可能な異質性による影響，つまりセレクショ
ンバイアスを取り除けていない。リスク回避的か
つ時間割引率が低い個人ほど禁煙に成功する傾向
にある（Ida et al. 2011）ことからも，セレクショ
ンバイアスの除去は重要である。Suwa et al. 

（2017）ではカンターヘルス社の患者データベー
スを用い，性別や教育年数といった基本属性，
BMI，アルコール消費量などの健康に関する変数
と，収入や労働参加などの労働市場における変数
など，観測可能な範囲の影響をコントロールした
うえで禁煙の効果を見ている。その結果，労働時
間やアブセンティーイズム・プレゼンティーイズ
ムに与える有意な影響はみられなかった。禁煙が
与える因果的な効果を検証するためには，観測可
能な共変量はもちろん，観測不可能な異質性を取
り除いた検証，例えば実験を行うことが重要であ
る。
　禁煙の成功を高めるには，金銭的インセンティ
ブを付与した介入が効果的であると知られてい
る。Hartmann-Boyce et al.（2021）によるメタア
ナリシスでは，312 件の RCT を用いて，「カウン
セリングの提供」と禁煙に成功した場合の「金銭
的インセンティブ」が禁煙に有効であることを示
している。個人だけでは完遂が難しい禁煙には，
組織の制度設計や外部機関のサポートが有効であ
ると示唆される。
　なお，多くの研究は健康が労働生産性を向上さ
せることを示唆しているが，その背後のメカニズ
ムについては多くを語っていない。健康になった
ことで認知機能や運動機能が改善して生産性が高
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まったのか，生活満足度が上がってやる気につな
がったのか，昇進や転職によって賃金が上がった
のか，などを区別する必要がある。今後は職場内
における健康と労働生産性の因果関係に迫る研究
の蓄積が待たれるところである。次節では，職場
における健康施策の効果検証を行った日本におけ
る最新の例として，筆者らの研究チームで実施し
た 2 つの RCT を紹介する。

Ⅳ　企業内フィールド実験による健康施
策の検証

１　睡眠改善

　睡眠が生産性に与える影響を評価することは，
実験以外の手法では難しい。まず睡眠時間は外生
的に決定する変数ではないため，能力や心身の健
康のような，睡眠以外の他の観察可能・不可能な
変数と相関しており，観察データでは因果関係を
捉えられない。例えば，労働生産性によって労働
時間が決定し，その影響を受けて睡眠時間が決定
するという逆の因果関係を捉えている可能性があ
る 10）。そのため RCT の重要性が増しているもの
の，職場におけるレベルの介入の事例は少ない 11）。
特に，不眠症ではない一般の労働者の睡眠不足や
睡眠未充足に着目し，企業が従業員の睡眠改善に
介入することを通じて，個々人の生産性がどの程
度改善するかを測定した研究はまだ少ない 12）。
　こうした課題に応えるため，筆者らは，ある製
造業上場企業で参加者を募り，その中から無作為
に割り当てたグループに睡眠改善プログラムを提
供し，睡眠の改善と，睡眠改善を通じた生産性の 
向上効果を検証した（Kawata, Kuroda and Owan 
2023）。睡眠の未充足の計測には，スリープヘル
ス（sleep health）という概念を用いている。ス
リープヘルスとは，Buysee（2014）が提唱した概
念で，心身の病気やパフォーマンスに影響を与え
うる睡眠の重要項目として，睡眠の長さ（duration），
睡眠の満足度や質（satisfaction/quality），日中の覚
醒（alertness/sleepiness），睡眠の効率性（efficiency），
睡眠のタイミング（timing），規則性（regularity）
の 6 つの尺度で構成されている（Buysee 2014；

Dong et al. 2019）。不眠症などの睡眠障害の治療
にリソースを注ぎ，睡眠が「病気ではない」状態
に改善するのをゴールとする従来の睡眠医学のア
プローチに対し，今後は人々の厚生やパフォーマ
ンスにポジティブな影響を与える睡眠の在り方を
考えていくべきであると主張している。
　本研究のプログラムの期間は 2020 年 11 月から
2021 年 4 月までの 6 カ月間である。215 名の応募
者のうち，層化ランダム化で処置群 157 名と対照
群 58 名に分け，前者が第 1 期（2020 年 11 月 1 日～
2021 年 1 月末），後者が第 2 期（2021 年 2 月～4 月
末）に参加する段階的導入デザインにより，プロ
グラムを実施した。
　処置群は，3 カ月間にわたり，①自身の睡眠状
態を可視化する情報を受け取り，②睡眠改善のア
ドバイスを受けた。具体的には，非接触型の睡眠
計測デバイスをベッドマットの下に配置して心拍
数や寝返りなどの情報を収集し睡眠状態を測定し
た。計測された日々の睡眠データは，参加者自身
のスマートフォンの専用アプリに送信された。な
お，対照群は第 2 期にデバイスが配布されるた
め，第 1 期には処置を受けない。プログラム開始
前（2021 年 10 月）と第 1 期実施後（2021 年 1 月末
以降）に，処置群と対照群の両グループを対象と
した自己回答式のアンケート調査を実施した。
　アンケートには睡眠がどの程度改善したかを測
るために，前述のスリープヘルス指標 6 項目に関
連する設問を設けたほか，仕事や職場に関する変
数として，従業員の個人属性に加え，Autor and 
Handel（2013）に準拠した各従業員の業務内容，
Bakker and Demerouti（2017）に準拠した上司
や同僚のサポートや業務の多寡や裁量性，在宅勤
務の利用状況などを捉えるための設問を設けた。
また，生産性への影響を測るため，当該企業から
提供を受けたプレゼンティーイズムのデータを用
いた。同社では，全社員対象に Work Limitations 
Questionnaire（タフツ大学，以下 WLQ）のアン
ケート調査を毎年 9～10 月に実施している。介入
の効果検証のために，参加者を対象に，第 1 期終
了直後である 2021 年 2 月に WLQ 調査を追加で
実施した。WLQ は下位尺度 4 項目（時間管理・
身体活動・集中力・仕事の成果）とそれらを総合し
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た合計尺度の 5 つがあり，これらを指標として分
析に用いた。
　分析の結果，処置群では対照群と比較して，ス
リープヘルスのスコアが改善され，より高い生産
性が確認された。処置群では，各睡眠指標が
0.38-0.40 標準偏差だけ高くなる一方，WLQ の合
計スコアは処置群で 0.45 ポイント高かった 13）。
次に実際の睡眠の改善を介して，生産性が改善し
たかという因果関係を明らかにした。処置群に割
り当てられても，自身の睡眠状況を確認しなかっ
たり，アドバイスに従っていなかったりする可能
性があり，上記で確認された，処置群と対照群の
間の生産性差は睡眠改善の効果としては過小に評
価されている恐れがある。したがって，処置群に
割り当てられたことを示すダミーを操作変数とし
て，スリープヘルス指標を介した生産性改善効果
を 2 段階最小二乗法による推定で確認した。ス
リープヘルス指標 1 標準偏差の改善ごとに，3.00
ポイントの WLQ の合計スコア上昇がみられた。
　上記の結果を踏まえ，1 人当たりの 1 年間の生
産性を 800 万円とおき，WLQ に回答した処置群
112 名を対象に，介入による生産性の押上効果を
試算したところ，約 1300 万円から 1400 万円の効
果が期待できることが分かった。
　本研究は，睡眠の悪化や未充足は誰しも起こり
うるが，それによって労働者の生産性低下が生じ
ていること，また「スリープテック」と呼ばれる
情報技術の利活用により生産性の回復が見込める
ことを明らかにした。睡眠に問題を抱えている社
員が多い場合，また，企業の取り組みとして改善
施策を安価に提供できる場合には，企業が主体と
なり介入を実施することが効果的になりうる。

２　禁煙外来

　健康増進法の一部を改正する法律が成立し，
2020 年 4 月 1 日より職場など多数の者が利用す
る施設の屋内喫煙が原則禁止となったことで，多
くの企業で従業員への禁煙推進施策が実施される
ようになった。例えば，ロート製薬株式会社で
は，人生 100 年時代を見据えた健康寿命の延伸へ
の貢献を目指し，「卒煙ダービー」というユニー
クな取り組みや卒煙手当の支給を行っている。そ

の結果，2020 年時点で非喫煙者が 99.9％に到達
した（ロート製薬株式会社 2020）。また，損保ジャ
パン日本興亜ひまわり生命保険株式会社では禁煙
治療補助だけではなく，2019 年より新卒採用の
募集要項に「非喫煙者もしくは入社時点で喫煙さ
れない方」と明記するなど徹底した禁煙取り組み
が行われている（損保ジャパン日本興亜ひまわり生
命保険株式会社 2019）。
　このように広まる非喫煙への健康経営施策であ
るが，本節では，禁煙が従業員の生産性にどのよ
うな影響を与えるかを検証した高橋・中室・大湾

（2021）の内容を紹介する。
　本研究では，社員の禁煙支援プログラムへの参
加および禁煙成功が生産性に与える効果を RCT
によって検証した。協力企業は郊外に研究開発拠
点や生産拠点を持つ上場製造企業である。同社の
喫煙率は 2017 年度時点で 38.1％と高い。今回の
被験者は平均年齢が 45 歳で高卒が被験者の 40％
と大多数を占め，男性被験者の割合が 95％と高
い。これは孫（2015）に示されている一般的な喫
煙者プロファイルと一致している。プログラムの
参加資格はこの企業の正社員であることと現在喫
煙者であり禁煙外来の受診が保険適用になること
である。実験は 2 度に分けて行われ，1 回目は
2019 年 12 月～2020 年 4 月，2 回目は 2020 年 10
月～2021 年 3 月にかけて行われた。協力企業の
イントラネット等で募集を行い，1 回目は 45 人，
2 回目は 28 人の計 73 人の参加があった。被験者
はプログラムの開始前と開始後にアンケート調査
に答えることが求められた。この被験者から処置
群と対照群の割り付けをランダムに行い，その結
果，1 回目は 27 人（45 人中），2 回目は 17 人（28
人中）の計 44 名が処置群に割り当てられた。
　処置群に割り当てられた従業員は所定の期間内
に，医療機関で合計 5 回の標準的な禁煙治療を受
診した。禁煙外来に所定の回数参加し，禁煙に成
功した場合に限り，禁煙外来の受診費と交通費

（定額で合計 2 万 5000 円）と抽選で各回 3 名に禁
煙お祝い金として 10 万円の金銭的インセンティ
ブを提供した。実際に禁煙に成功したかを客観的
に把握するため，処置群には外来受診前日の喫煙
本数と，受診当日に計測した呼気中一酸化炭素濃
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度の提出が求められた。また，会社が実施するプ
ログラムだと，社員である参加者がアンケート調
査にて実態を報告しない恐れがある。そのため，
本プログラムは著者らが実施するもので，協力企
業はあくまで本プログラムを紹介するのみの立場
であると実施要領に明記し，プログラム参加結果
については企業に一切共有していない。処置効果
については，本プログラム開始直前と終了直後に
行われたサーベイにて禁煙支援プログラムの短期
効果を見ている。
　本プログラムの効果を測定した主要アウトカム
は次の通りである。喫煙行動については 1 日当た
りの合計たばこ休憩時間を使用した。従業員の生
産性と関連がある指標として，WHO が開発した
Heath and Work Performance Questionnaire

（HPQ）のアブセンティーイズムとプレゼンティー
イズムを使用した 14）。前者は過去 28 日間の健康
問題による欠勤（または遅参早退といった一部欠勤）
日数 15），後者は設問「次の 0 から 10 点までの数
字は，仕事の出来（でき）を表したものです。0
点は，あなたの仕事を他の誰かがやって最悪だっ
た時の出来，10 点は一番仕事の出来る人がやっ
た場合の出来とします。最近 4 週間（28 日間）の，
あなたの全般的な仕事の出来は何点くらいになる
でしょうか。」の回答である。そのほか，エンゲ
イジメントを測る指標として，ユトレヒト大学が
開発したユトレヒト・ワーク・エンゲイジメント
の 3 項目版 16），ストレスを測る指標として厚生
労働省の職業性ストレス簡易調査票（57 項目）の
中のストレス反応に関する 17 項目，コミュニ
ケーションを測る指標として職業性ストレス簡易
調査票の回答者周囲（上司，職場の同僚，配偶者・
家族・友人等の 3 分類）のコミュニケーション状
況に関する 9 項目を使用した。
　割り当てられた対照群と処置群の属性およびプ
ログラム以前のアウトカムがバランスしているか
確認したところ，統計的な有意差はみられず，処
置群と対照群で比較可能であることが確認され
た。
　プログラムの処置効果は Mckenzie（2012）で
推奨されたモデルに，基本的な社員属性，プログ
ラム開始前の勤怠情報，2 回目実験参加者ダミー

をコントロール変数として加えて推定した。本プ
ログラムの処置効果は，禁煙支援プログラム参加
という処置群に対する効果を意味する。プログラ
ムに参加した群の中には，禁煙外来を通院完了で
きずにドロップアウトした従業員や，逆に対照群
の中に自力で禁煙成功した従業員が存在する。そ
こで，禁煙成功のダミー変数 17）をアウトカムと
し，処置群ダミーを操作変数とした 2 段階最小二
乗法による，禁煙の局所的な平均処置効果も併せ
て推定した。本節では主に禁煙の処置効果につい
ての結果を紹介する。
　まず禁煙への効果として，処置群に割り当てら
れた 44 名中 75％に当たる 33 名が禁煙に成功し
た。これは厚生労働省が実施した調査から得られ
た禁煙治療終了率である 34.6％（厚生労働省 2017）
より大幅に大きく，金銭的インセンティブが処置
群の禁煙寄与に大きく貢献したと示唆される。ま
た，プログラムによる禁煙の処置効果として，1
日あたりの合計たばこ休憩時間が 47 分有意に削
減されたことが分かった。生産性への効果を見る
と，健康問題による欠勤日数が一カ月あたり 0.6
日の減少，健康問題による遅参早退などの一部欠
勤でも 10％有意ではあるが 0.5 日の減少が確認さ
れた。加えてプレゼンティーイズムの指標では，
禁煙によって 0.5 標準偏差分の有意な改善がみら
れた。欠勤や休職によって仕事に従事できない状
況が改善され，かつ出勤中の業務パフォーマンス
も向上したことが確認できた。ストレス指標も
0.9 標準偏差分の改善が確認されたことも含め，
禁煙が従業員の生産性向上に貢献していることが
示唆される。
　最後に，本プログラムの費用に対する経済的便
益の分析を行った。本プログラムの費用は処置群
全員に支払った禁煙外来の受診費用（最大 2 万
5000 円）と 3 名に当たる 10 万円の禁煙お祝い金
である。処置群は累計 44 名，禁煙お祝い金の当
選者は計 6 名より，合計費用は 1700 千円である。
プログラムによる禁煙効果の内訳は，アブセン
ティーイズムやたばこ休憩などによる機会損失の
改善，およびプレゼンティーイズムによる生産性
損失である。協力企業の 2020 年度 40 歳代平均時
給（3328 円）を人件費とし，上記禁煙効果にて有
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意に表れた推定値とかけ合わせ，その効果が 1 年
持続したという保守的な仮定で経済的効果を概算
した 18）。その結果，禁煙効果は費用のおよそ
15.8 倍と大幅な費用対効果を確認できた。
　以上のように禁煙支援は従業員にとっても企業
にとっても便益がある。金銭的インセンティブや
カフェテリアプランなどの個人ではできない企業
の制度設計およびサポートは重要であり，今後さ
らなる非喫煙促進に向けた取り組みが望ましい。

Ⅴ　政策への含意と課題

　健康経営に関する最新の学術研究や筆者らの健
康施策の効果を測定するフィールド実験のレ
ビューに基づき，健康経営を生産性向上につなげ
るために必要な視点を最後に提案してみたい。
　まず，健康経営が労使の両方にとってプラスで
あることが腹落ちしていなければ，参加率は上が
らず長続きしないため，なぜ健康経営を始めるの
か，経営のロジックを明確にする必要がある。社
員の健康やエンゲイジメントや満足度を高めるこ
とで生産性を向上させたいのか，人に優しい経営
で人材の定着や採用に繫げたいのか，健康寿命を
延ばして中高年の活力を高めたいのか，目的を明
確にし，自律的参加を促すメッセージを経営者自
身が発信しなければならない。
　次に，自社の現状の健康課題を正しく認識する
必要がある。健康経営に関する責任者や部署の設
置など組織体制整備の重要性は山本（2021）でも
示唆されているが，司令塔を作って，健康課題を
把握することがワイズスペンディングに繫がる第
一歩である。喫煙者が多ければ喫煙対策，睡眠を
課題と感じる人が多ければ睡眠改善施策，肥満を
抱える人が多ければ食生活改善や運動施策，スト
レスを感じる人が多ければ働き方やコミュニケー
ションの改善に向けた施策，肝臓機能で有所見者
が多ければ節酒意識を高める取り組みという風
に，最も費用対効果の高い取り組みから注力する
ことができる。
　更に，取り組みの効果の検証を念頭に健康施策
を設計する必要がある。公平性を担保しつつも，
できるだけ奨励デザインのような実験的アプロー

チを取り入れて実施することでどれだけ効果が
あったのかを確認することができる。また，紹介
した 2 つの実験結果からも示唆されるように，イ
ンセンティブやナッジなど働きかけの仕方や対象
者の属性によっても，効果が変わってくる。どの
ようなアプローチが参加意欲を高めるか，誰に対
して特に効果があるかといった視点で検証するこ
とによって，健康投資のリターンは向上していく
だろう。
　上記を踏まえれば，経済産業省の健康優良法人
の認定において，健康経営の推進についての全社
方針の明文化や組織体制整備や評価改善といった
項目が必須要件になっているのは，理にかなって
いる。また，目的が明確で現状を把握しており検
証方法も設計されていれば，健康経営の KPI も
自ずから決まってくる。有所見者率，喫煙率，メ
ンタルヘルス不調者率，健康アプリ利用率といっ
た改善したい領域の健康指標や行動変容指標を中
間 KPI とし，プレゼンティーイズム，アブセン
ティーイズム，エンゲージメント指標，従業員満
足度，離職率といった経営のロジックと整合的な
最終 KPI を設定すればよい。
　健康経営研究の最大の課題として，これまで述
べてきたセレクションの問題がある。これは推計
上の問題であるのみならず，実務上も厄介な課題
である。さまざまな施策を導入しても，最も参加
してほしい不健康な生活習慣を持つ社員は参加し
たがらない。彼らが健康にならないと健康保険組
合の財政は改善しない。例えば，私達が応募を呼
びかけた禁煙外来プログラムも実際に応募したの
は，全喫煙者の 2.5％程度であった。ウォーキン
グイベントを実施しても，もともと健康な人の参
加率が高く，効果は限定的という声もしばしば聞
かれる。したがって，健康プログラムの効果を
RCT を使って評価しても，もともと健康な人が
多いサンプルで効果検証しているので，平均的な
社員に対する効果としては過小評価になっている
可能性が高い。こうした岩盤層の行動変容を促す
にはどうしたらよいのか。職場単位の参加を増や
すとか，同僚からの働きかけを促すとか，金銭的
インセンティブをつけるとか，いくつか方法が考
えられるが，そうしたピア効果やインセンティブ
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の効果を扱った研究は，管見の限り極めて少な
い。
　また政府が進める健康優良法人など認定制度の
政策評価もまだ少なく（山本ほか 2021），今後の
研究蓄積が必要である。企業 ID や個人 ID を共
通化して，企業業績や医療情報をつなげて分析で
きるようになれば，より正確な政策評価ができる
ようになるだろう。マイクロデータを使った健康
経営のリターンの測定を行う研究は今後増えてい
くことが期待される。

 1）全国土建国保加入の健診データを利用した Fukuma et al. 
（2020）は，回帰不連続デザインを用いて，メタボ健診で指導
を受けた人は 1 年後の腹囲や BMI に僅かな改善が認められた
ものの，1～4 年後の血圧や成人病に関連するバイオマーカー
には変化が確認されなかったことを報告した。特定の業種で働
く労働者に限定した結果ではあるが，2008 年以降実施されて
きたメタボ健診に健康改善効果がなかった可能性を示唆したも
のといえる。

 2）健康経営の顕彰制度は，2015 年から毎年，業種ごとに健康
経営の取り組みがトップクラスの企業を「健康経営銘柄」，健
康経営の取り組みが一定水準以上の企業を「健康経営優良法
人」として認定する制度である。顕彰を受けた企業には，公共
工事の入札への加点，融資優遇・保証料の減額や免除といった
インセンティブを付与する自治体，銀行等が増加していること
もあり，2015 年の制度発足以降，応募企業は年々増加してい
る。

 3）経済産業省（2022）によれば，「従業員の健康保持・増進に
取り組むことは，従業員の活力向上や生産性の向上等の組織の
活性化をもたらし，結果的に業績向上や企業価値向上へ繫がる
ことが期待される」と記載されている。

 4）補償賃金理論に基づけば，労働者にしてみれば，賃金は相対
的に低いが健康系の福利厚生が充実している企業に勤めそれを
利用する場合と，制度はないがその分高い賃金が支給され自分
で健康投資を行う場合とでは，理論的にどちらも無差別なはず
である（Currie and Madrian 1999）。むしろ企業が健康に対
する個々の労働者の選好がわからない場合や，異質な個人間で
望ましい投資額が異なるにもかかわらず従業員に一律のサービ
スしか提供できない場合，企業が投資するほうが労働者の効用
が下がる場合も考えられるため，健康投資は個人で行うことが
効率的ということになる。

 5）1 つの代替的な方法は，段階的導入デザイン（phase-in 
design）である（Glennerster and Takavarasha 2014）。これ
は，2 つのグループに無作為に割り当てた後に，一方にはすぐ
に施策を実施し，他方にはしばらく期間をあけてから施策を実
施する方法である。これにより，施策の効果を推計することが
でき，かつ最終的には全員が施策の恩恵を受けることができる
ため公平性の問題がやや改善される。ただし，最終的には全員
が施策を受けてしまうので，長期的な効果は推計できないとい
う欠点がある。

 6）効果検証の手法のより厳密な議論については Angrist and 
Pischke（2009＝2013），Cunningham（2021＝2023），星野・田
中・北川（2023）を参照されたい。一般向けの解説書として
は中室・津川（2017）がある。また，実務における RCT の応
用や課題については，Duflo, Glennerster and Kremer（2007

＝2019）や Glennerster and Takavarasha（2014）に詳しい。
 7）企業の健康資本投資の費用対効果に関する疫学分野等の研究

をメタ解析したものとしては Baicker, Cutler and Song（2010）
などがある。詳細は，黒田（2018）を参照。

 8）睡眠の及ぼす影響について，サマータイム（Daylight Saving 
Time）移行時の睡眠不足による交通事故の発生（Smith 2016），
職業倫理への影響（Wagner et al. 2012；Barnes et al. 2015；
Cho, Barnes and Guanara 2017），アブセンティーイズムやプ
レゼンティーイズムを通じた生産性への影響（Hafner et al. 
2016）などの研究が行われてきた。

 9）Avery, Giuntella and Jiao（2022）は学生を対象にしたフィー
ルド実験を実施し，時間選好が時点間で不整合な参加者，自身
の睡眠に対して自信過剰な参加者の間で睡眠不足が生じている
点を示した。また，実験の過程で，コミットメントの機会や金
銭的インセンティブを与えることで，自信過剰な参加者を除
き，睡眠時間を改善させられる点を明らかにした。

10）労働時間や労働者の属性が，睡眠時間の決定にどのような影
響を与えるのかという，本論文とはいわば逆の向きの因果推論
を行った論文も実際に存在する（Biddle and Hamermesh 1990；
Szalontai 2006；Brochu, Armstrong and Morin 2012）。

11）RCT 自体は，被験者を睡眠時間の異なる 3 つの群（4 時間，
6 時間，8 時間）にランダムに割り当て，6 時間以下の群にお
いて，認知的なパフォーマンスが低下することを示した Van 
Dongen et al.（2003）や，不眠症の労働者をランダムに 4 つ
の群に分類し，最も手厚い介入を受けた認知行動療法（Tailored 
Brief Behavioral Therapy）群においてのみ生産性が改善する
ことを示した Okajima et al.（2020）など，多数の研究が存在
している。

12）実際の職務における生産性への影響を検証した数少ない研究
の 1 つが，インドのチェンナイの貧困層を対象に，RCT を実
施した Bessone et al.（2021）である。この研究で筆者らは，
参加者にデータ入力業務を模した作業を行わせ，実世界の業務
に近い形で認知機能や生産性を測定した。睡眠を改善するため
のフィードバックや，金銭的インセンティブの付与，枕などの
貸与を処置群に行ったものの，認知機能や生産性に有意な影響
はみられなかった。一方で，データ入力業務のために整備した
オフィスにおける，昼寝・仮眠の推奨によって，認知機能や生
産性の改善が確認された。

13）複数の睡眠指標を作成して分析を行ったが，各指標の作成過
程の詳細は Kawata, Kuroda and Owan（2023）の Table 2. を
確認されたい。

14）設問の詳細は Kessler et al.（2003）に記載されている。
15）客観的な労働時間を測るため，このほかに協力企業の勤怠

データより月間実勤務時間も取得している。
16）翻訳を行った慶應義塾大学島津明人研究室の許諾を得て使用

している。
17）禁煙成功については，アンケート調査における「あなたは過

去 7 日間に，1 日平均何本たばこを吸いましたか」という問い
に対して「一本以下」と答えた従業員を禁煙成功者とみなし，
禁煙成功をあらわす二値変数を使用した。こちらは自己申告に
よる主観的な指標ではあるものの，処置群については受診当日
に計測した呼気中一酸化炭素濃度が記録された受診記録がある
ことから，それらの記録と突き合わせて，自己申告が正確であ
ることを確認している。

18）計算方法の詳細は高橋・中室・大湾（2021）を参照。
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